
小川正人教授　著作目録

【学位論文】
･『戦前教員政策研究- 1920-30年代初期における教

員統制の展開について-』 (修士論文:東京大学教育

学部) 1975.

･『戦後教育財政制度の研究』 (博士論文:九州大学教

育学部) 1990.

【著書】
･『戦後日本教育財政制度の研究』 (単著)九州大学出

版会. 1991

･ 『市町村の教育改革が学校を変える一教育委員会制度

の可能性』 (単著)岩波書店. 2006

･『解説　教育六法』 (編修委員)三省堂. 2000年～現

在
･ 『教育財政の政策と法制度』 (編著)エイデル研究所.

1996.

･『地方分権と学校･教育委員会』 (編著)東洋館出版

社. 1998.

･『地方教育行政の改革と学校管理職』 (編集)教育開

発研究所. 1998.

･『分権改革と教育行政』 (西尾勝と共編)ぎょうせい.

2000.

･『新･学校運営と教育行政ハンドブック』 (編集)敬

育開発研究所. 2000.

･『学校の自主･自律実践マニュアル』 (編集)教育開

発研究所. 2000.

I 『子どもと歩む市川市の教育一地方教育委員会からの

挑戦』 (最首輝夫と共編)ぎょうせい. 2001.

･『合併自治体の教育デザイン』 (薬養正明と共編)ぎょ

うせい. 2003.

･『校長･教頭のための最新教育改革ポイント整理』

(編集)教育開発研究所. 2003.

･『義務教育改革-その争点と地域･学校の取り組み』

(編著)教育開発研究所. 2005.

･『市民と創る教育改革一検証　志木市の教育改革』 (渡

部昭男･金山康博と共編)日本標準. 2006.

･ 『教育経営論』 (勝野正章と共著)放送大学教育振興

会. 2008.

【翻訳】
･レオナード･J･ショッパ『日本の教育政策過程-1970

-80年代教育改革の政治システム』 (監訳)三省堂.

2005.

【論文】
1977

く分担執筆)
･ ｢戦後教育改革と教員組合運動｣東京大学教育学部教

育行政学研究室大学院五十嵐ゼミ編集委員会編

『共同研究　戦後日本の教育』 4月.

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢1920年代の教員統制の展開一教員運動の新展開と体

制『再編』への対応をlつの軸として｣ 『東京大学教

育学部紀要』 16号, 3月.

く雑誌論文･その他)
･ ｢1920-30年代初期における教育会の『再編』と教

員会｣ 『教育運動研究』 3号.あゆみ出版.

1978

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢アメリカ教育委員会制度と教員の団体交渉権一教員

の行政参加と制度改革｣ 『東京大学教育学部紀要』 18

号.

･ ｢教育委員会制度と『教育自治』･教師の労働基本権

問題｣東京大学教育行政研究会『教育行政論集』 1号

1979

く雑誌論文･その他)
･ ｢教育政策の最近の動向をめぐって一政府･財界の期

待する『国民意識の統合』と教育-の要求｣ 『教育』

29巻8号. 8月.国土社.

1980

く学会誌.紀要･報告書等)
･ ｢戦後教育財政制度の形成に関する一考察-1952年義

務教育費国庫負担法成立を中心に｣日本教育学会編

『教育学研究』47巻1号. 3月.

く雑誌論文･その他)
･ ｢『高等学校設置基準』と教育条件整備問題｣ 『季刊教

育法』36号. 7月.総合労働研究所.

1981

く学会誌･紀要.報告薯等)
･ ｢高校の教育条件整備と教育財政問題｣ 『日本教育法

学会年報』 IO昔.有斐閣.
I ｢アメリカ教育財政制度に関する一考察一'70年代教
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育財政改革の制度的背景と改革の展開｣ 『東京大学

教育学部教育行政学研究室紀要』 2号.

く雑誌論文･その他)
･ ｢今日の地域政策と教育の課題｣ 『国民教育』臨時増

刊号. 1月.労働旬報社,

･ ｢アメリカにおける教育運動と教育行財政改革｣ 『教

育運動研究』 15号.一光社.

1982

く学会誌･紀要,報告薯等)
･ 『青森県西津軽郡相村小学校統廃合問題調査報告書』

(三輪定量･境野健児との共同調査報告書)
･共同調査研究『地方教育行政の実態と問題点』 (伊ケ

崎暁生･平原春好･三輪定量･喜多明人との共同調

査研究)

く雑誌論文.その他)
･ ｢『行政改革』の諸理論と教育費問題｣ 『国民教育』 54

号.

1983

く分担執筆)
･ ｢私費による教育費負担と政策的背景｣牧柾名･神田

修編『学校からみた教育政策一子ども･父母･住民

サイドで考える』有斐閣.
･ ｢教育の公費主義･無償制の課題｣牧柾名･神田修編

『学校からみた教育政策一子ども･父母･住民サイド

で考える』有斐閣.
･ ｢戦後教育政策略年表｣牧柾名･神田修編『学校から

みた教育政策一子ども･父母･住民サイドで考える』

有斐閣. (喜多明人と分抱執筆)

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢戦後教育財政制度と教育条件基準立法をめぐる課題

-1950年代教育財政制度の『改編』の意味と問題｣

『東京大学教育学部教育行政学研究室紀要』 4号.
･『福浦小学校統廃合問題調査報告書』 (三輪定量･喜

多明人との共同調査報告書)

1984

く分担執筆)
･ ｢教育費｣大槻健･浜林正夫編『教育改革を問う』大

月書店.
･ ｢アメリカにおける教育財政改革と教育の『機会均

等』問題｣ 『教育法学の現代的課題』 (法政大学現代

法研究所叢書5)法政大学出版局.
･ ｢教育委員会制度の変遷｣中野区編『教育委員会準公

選の記録』総合労働研究所.
･ ｢準公選をめぐる論議｣中野区編『教育委員会準公選

の記録』総合労働研究所.
･ ｢合意形成への模索｣中野区編『教育委員会準公選の

記録』総合労働研究所,

く雑誌論文･その他)
･ ｢教師における児童･生徒の顔と名前の一致状況｣,

｢学校の各領域における教育指導と学校規模｣ 『国民

教育』 59号.労働旬報社.
･ ｢学制改革論議の進展と問題一臨調行革下の教育再編

の問題と課題｣ 『教育実践』41号. 2月.民衆社.

1985

く分担執筆)
t ｢(高校)教育財政制度間題と改革の課題｣

『高校教育改革の視点と課題一神奈川県における高

校教育のあり方』高校教育制度研究会.

(学会誌,紀要.報告薯等)
･ ｢教育条件基準立法をめぐる理論的諸問題｣ 『日本教

育法学会年報』 14号.有斐閣.
･ ｢教育予算の編成･執行に関する研究｣ 『九州大学教

育学部紀要(教育学部門)』 31号.

く雑誌論文･その他)
･ ｢アメリカの教育ヴァウチャー論琴と問題｣ 『国民教

育』66号.秋号.労働旬報社.
･ ｢教育行財政の『改革』と教育条件問題｣ 『子どもの

しあわせ』 11月号　草土文化1986

く学会誌･紀要.報告書等)
I ｢戦前義務教育費国庫負担制度に関する一考察(上)｣

『九州大学教育学部紀要(教育学部門)』第32集.
･ ｢戦後教育行財政制度と『地方財政委員会』をめぐる

課題｣ 『教育行政学研究』 (九州大学教育学部教育行

政学研究室)第1号.

1987

く学会誌･紀要･報告書等)
7 ｢戦前義務教育費国庫負麹制度に関する一考察(下)｣

『九州大学教育学部紀要(教育学部門)』第33集.
･ ｢教育財政･補助金関係条例･規則等の現況と若干の

検討｣ 『教育行政学研究』 (九州大学教育学部教育行

政学研究室)第2号.

1988

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢『シャタブ勧告』をめぐる教育財政改革構想に関す

る研究｣ 『教育行政学研究』 (九州大学教育学部教育

行政学研究室)第3号.

1989

1990

く分担執筆)
･｢1975年(昭和50年) ～1985年(昭和60年)｣伊ヶ
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崎暁生･松島栄一編『日本教育史年表』三省堂.

く雑誌論文･その他)
･ ｢学習指導要領はどう変遷してきたか｣ 『季刊教育法』

80号. 5月.エイデル研究所.

1991

く分担執筆)
･ ｢教育の自由と教育費の統制｣永井憲一先生還暦記念

論文集刊行委員会編『憲法と教育法』ェイデル研究

所.

･ ｢教育費と教育財政｣神田修ほか編『現代教育の課題』

北樹出版.
･ ｢学習指導要領はどう変遷してきたか｣永井憲一編

『新学習指導要領と教師』ェイデル研究所.

く学会誌.紀要.報告薯等)
･ ｢戦後教育財政制度と教育条件法制｣ 『教育行政学研

究』 (九州大学教育学部教育行政学研究室)第6号.

く雑誌論文.その他)
I ｢『富裕化』の下での教育貧困と教育保障の課題｣ 『教

育と医学』39巻10号. ュo月.慶鷹通信.

1992

く分垣執筆)
･ ｢地方教育行政の組織及び運営に関する法律｣第45 ･

条(研修),第47条(地方公務員法の適用の特例),

第47条の2 (初任者研修に係る非常勤講師の派遣)に

ついての条文解説.永井憲一編『別冊捷学セミナー

基本法コメンタール　教育関係法』日本評論社.

く学会誌･紀要･報告書等)
I ｢地方自治体の教育予算編成に関する一考察｣ 『教育

行政学研究』 (九州大学教育学部教育行政学研究室)

第7号,

19L)3

く分担執筆)
･ ｢地方自治体の教育財政｣神田修編著『現代の教育法

と教育行政の課題』三省堂.
･ ｢生涯学習の政治経済学｣九州大学教育学部附属障害

児臨床センタ一編『生涯学習と障害臨床』第-法規.
･ ｢教育行政の条件整備義務｣, ｢学校選択の問題｣日本

教育法学会編『教育法学辞典』学陽書房,
･ ｢基準財政収入額｣, ｢基準財政需要額｣, ｢限定(皮)

政令｣, ｢国庫負担金･補助金｣, ｢国庫補助制度｣, ｢私

学助成｣, ｢実見実額制｣, ｢地方交付税｣, ｢地方交付

税制度｣, ｢地方交付税法｣, ｢地方財政法｣, ｢地方債｣,

｢地方財政｣, ｢地方税｣, ｢超過負担｣, ｢定員定額制｣,

｢平衡交付金｣菱村幸彦･下村哲夫編『教育法規大辞

典』エムティ出版.

15

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢アメリカの1980年代教育財政訴訟と州教育財政改

革｣ 『教育行政学研究』 (九州大学教育学部教育行政

学研究室)第8号.
･ ｢北海道における『学校評価』実践の展開(1)｣ 『東

京大学教育学部教育行政学研究室紀要』 13号. (政

木和春と共著)

く雑誌論文.その他)
･ ｢教育財政制度と地方自治一教育委員会制度の財政制

度的要件｣ 『都市問題』 84巻4号. 4月.東京市政調

査会.

･ ｢1993年度教育予算をめぐって｣ 『教育』 43巻4号. 4

月.国土社.

1994

く分担執筆)
･ ｢教育財政政策と制度改革｣平原春好編著『学校参加

と権利保障』北樹出版,
･ ｢教育財政と教育条件の整備｣田原迫龍麿編著『現代

教育の法制と課題』第-法敵/

く雑誌論文･その他)
I ｢教育費国庫負担制度をめぐる国一地方関係(上)｣ 『学

校事務』45巻4号. 3月.学事出版.

･ ｢教育費国庫負担制度をめぐる国一地方関係(下)｣ 『学

校事務』45巻5号. 4月.学事出版.

･ ｢『新学力観』論議を教師像･学校建営転換の起点に｣

『季刊･教育法』第98号. 6月.エイデル研究所.
･ ｢教育財政研究の今日的意義と基本問題一教育財政講

座のスタートにあたって(教育財政講座1)｣ 『季刊･

教育法』第98号. 6月.エイデル研究所.
･ ｢負担金制度研究から中央地方関係論の検討-ー『新

しい制度論』から考える(教育財政講座2)｣ 『季刊･

教育法』第99号. 9月.エイデル研究所.

1995

(雑誌論文･その他)
･｢教員給与と教員評価(1)一日本とアメリカの事例

を通して(教育財政講座3)｣ 『季刊･教育法』第100

号. 1月.エイデル研究所.

･｢教員給与と教具評価(2)一日本とアメリカの事例

を通して(教育財政講座4)｣ 『季刊･教育法』第102

号. 6月.エイデル研究所.

i ｢大学の授業料政策と教育の機会均等問題(教育財政

講座5)｣ 『季刊･教育法』第103号. 9月.エイデル

研究所,
･ ｢教育の地方自治と負薮金制度｣ 『子どものための学

校事務』 No.48. 2月号.全国学校事務職員制度研究

会.
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･ ｢教育の地方自治と負担金制度｣ 『学校事務』 3月号.

学事出版.
･ ｢地方行財政『改革』と地方教育財政｣ (連載｢地方

自治体の教育財政｣第1回) 『学校事務』4月号,学

事出版.
･ ｢地方自治体の予算編成と教育財政｣ (連載｢地方自

治体の教育財政｣第2回) 『学校事務』5月号.学事

出版.
･ ｢『転換』期に入った教育予算編成-1995年度の予算

編成(秦)をめぐって｣ 『教育』45巻5号. 5月.国

土社.

･ ｢東京都中野区の教育予算枠配分方式｣ (連載｢地方

自治体の教育財政｣第3回) 『学校事務』 6月号.学

事出版.
･ ｢地方自治体の教育財政と国庫負担･補助金制度｣ (逮

載｢地方自治体の教育財政｣第4回) 『学校事務』 7

月号.学事出版.
･ ｢地方交付税と地方自治体の教育財政｣ (連載｢地方

自治体の教育財政｣第5回) 『学校事務』 8月号.学

事出版.
･ ｢国一地方の財政関係と義務教育費国庫負担制度の改

廃論議｣ (連載｢地方自治体の教育財政｣第6回) 『学

校事務』9月号.学事出版.
･ ｢教育費用と教育の効果,評価｣ (連載｢地方自治体

の教育財政｣第7回) 『学校事務』 10月号.学事出版.

･ ｢求められる学校環境の大変革｣ 『子供の権利条約

pART2』 (『子どものしあわせ』臨時増刊号) 11月.草

土文化.
I ｢教育委員会の学校令達予算と学校財政｣ (連載｢地

方自治体の教育財政｣第8回) 『学校事務』 11月号.

学事出版.
･ ｢政策(科学的)研究と財務･政策立案能力向上の必

要｣ (連載｢地方自治体の教育財政｣第9回) 『学校

事務』 12月号.学事出版.

1996

く分担執筆)
･ ｢戦後の教育費政策と展開と論理｣ 『教育財政の政策

と法制度』
･ ｢教育の機会均等と教育保障の課題｣ 『教育財政の政

策と法制度』
･ ｢学習教育環境と教育条件整備行政｣ 『教育財政の政

策と法制度』
･ ｢教員給与の政策と制度｣ 『教育財政の政策と法制度』

･ ｢日本:国と地方の教育予算と教育財政制度｣ 『教育

財政の政策と法制度』
･ ｢教育財政研究に関する若干の考察｣平原春好編『教

育と教育基本法』勃草書房.
･ ｢教育財政･教育環境行政｣平原春好･神田修編著

『ホーンブック　教育行政学』北樹出版.
･ ｢教員の職能成長と教員評価｣堀尾輝久ほか編『組織

としての学校』 (講座学校7巻)柏書房.

く学会誌.紀要･報告書等)
･ ｢教育行政の専門性･独立性｣ 『日本教育行政学会年

報』 22号.教育開発研究所.

く雑誌論文･その他)
･ ｢学校事務職員論を考える｣ (連載｢地方自治体の教

育財政｣第10回) 『学校事務』 1月号.学事出版.
･ ｢国立大と私大の学費格差　国立値上げで解消は問

題｣ 『日本経済新聞』3月30日付朝刊.
･ ｢法的拘束力の解釈論議から制度改革の論議-｣ 『現

代教育科学』39巻8号. 8月.明治図書.
･ ｢教育行政･教育条件･教員定数問題｣ 『教育』 46巻

10号. Io月.国土社.

1997

く分担執筆)
I ｢地方分権と財政危機｣, ｢地方財源の確保｣市川昭午

編『学校管理職｢大変な時代｣』 (『教育｢大変な時代｣』

シリーズ　第4巻)教育開発研究所.

i ｢学校事務職の改革｣小島弘道編著『事務主任･事務

長の職務とリーダーシップ』東洋館出版社.
･ ｢学校教育の条件整備をめぐる問題｣子どもの権利条

約市民･NGO報告書をつくる会編『"豊かな国"日本

社会における子ども期の喪失』花伝社.
･ ｢学資｣, ｢学校徴収金｣, ｢学校の自治｣, ｢教育費｣, ｢教

育扶助｣, ｢教科書無償制｣, ｢公教育費｣, ｢私学助成｣,

｢私教育費｣, ｢就学困難な児童および生徒に係る就

学奨励についての国の援助に関する法律｣, ｢扶養手

当｣, ｢無償教育｣ ｢要保護(準要保護)児童生徒｣, ｢義

務教育教科書費国庫負担請求事件｣の項の分担執

筆. 『子どもの人権大辞典』 MT出版.

く学会誌一紀要･報告書等)
I ｢教具給与制度の基本問題と課題一本研究の目的と問

題設定｣ 『東京大学大学院教育学研究科教育行政学

研究室紀要』第16号.

く雑誌論文一その他)
･ ｢学校事務職員制度『改革』の論議と課題(上)｣ 『学

校事務』 2月号.学事出版.
･ ｢学校事務職員制度『改革』の論議と課題(下)｣ 『学

校事務』3月号.学事出版.
･ ｢『分権化･規制緩和』論議と教育行政改革｣ 『教育』

47巻3号. 3月.国土社.

･｢国立学校特別会計法｣ 『季刊教育法』 110号. 6月.

エイデル研究所.

･ ｢分権･規制緩和論議と学校予算改革｣ 『学校逢営』 8

月号.第一法規.

･ ｢地方分権改革と学校事務職員制度｣ 『学校事務』 12
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月号.学事出版.
･ ｢二十一世紀の地方教育行政-学校を生かす教育委員

会｣ 『文教』 81号. 12月.教育問題研究会. (荒井修

二･高倉邦との座談会)

1998

く分担執筆)
･ ｢地方分権論議と学校･教育委員会改革｣ 『地方分権

と学校･教育委員会』
･ ｢教育予算の確保と学校予算の編成･執行｣ 『地方分

権と学校･教育委員会』
･ ｢地方教育行政改革推進の経線と意義｣ 『地方教育行

政の改革と学校管理職』
I ｢地方分権推進委員会『勧告』の内容と意義｣ 『地方

教育行政の改革と学校管理職』
7 ｢文部省の役割や行政手法の見直し｣ 『地方教育行政

の改革と学校管理職』
I ｢機関委任事務の廃止｣ 『地方教育行政の改革と学校

管理職』
･ ｢措置要求制度の見直し｣ 『地方教育行政の改革と学

校管理職』
･ ｢教師の勤務条件と人事｣佐伯肺ほか編『教師像の再

構築』 (岩波講座現代の教育　第6巻)岩波書店.
･ ｢教育委員会の活性化をいかに図るか｣大森禰ほか編

著『組織の開発と活性化』 (講座分権時代の自治体職

員第4巻)ぎょうせい.
･ ｢国と都道府県･市町村の関係｣ 『教職研修』 4月増刊

号.

く学会誌,紀要･報告書等)
･ ｢教員給与制度と教員意識に関する研究(1)｣ 『東京

大学大学院教育学研究科教育行政学研究室紀要』第

17号,

･ ｢地方教育行政の改革動向と課題一中教審答申と市町

村教育委員会(全国町村教育長会第40回研究大会記

念講演記録)｣ 『第40回全国町村教育長会定期総会･

研究大会集録』 9月.
･ ｢地方分権論議と教育行財政改革の動向｣ 『図書館学

会年報』44巻2号. 9月.

･ ｢中教審『中間報告』から学校事務職員制度改革構想

を読む｣ 『全国公立小中学校事務職員研究会30周年

記念誌』

く雑誌論文･その他)
･ ｢教育改革全国調査結果を読んで-行政関係者の分権

意識を｣ 『日本教育新聞』 2月7日付号.
･ ｢巻頭インタビュー　地方教育行政と学校｣ 『日本教育』

258号. 6月.日本教育会.

･ ｢中教審『中間報告』と学校事務職員制度一学校事務･

業務の共同実施をどう読むか｣ 『学校事務』 49巻9号.

8月号.学事出版,

17

･ ｢中教審の教育行政改革｣ 『季刊教育法』 117号. 8月.

エイデル研究所.

･ ｢地方教育行政改革と学校一中教審答申の分権改革と

課題｣ 『現代と教育』43号. Io月.桐書房.

･ ｢中教審答申の教育改革をめぐって｣ 『教職研修』 27

巻3号. 11月.教育開発研究所.

･ ｢座談会　これからの教育行政に求められるもの｣ 『教

育委員会月報』50巻8号. 11月. (木田宏･国分正明

と)

1999

く分担執筆)
･ ｢地域の教育計画と学校づくりの手がかりとして一地

方教育行政改革の問題点と可能性｣子どものしあわ

せ編集部編『こんな学校つくりたい』草土文化.
･｢国,都道府県,市町村,学校の役割分担をどうとら

えるか｣ 『自主･自律の時代の校長･教頭･教職員』

(自主約･自律的な学校経営の進め方No.2)教育開発

研究所.

く学会誌.紀要.報告書等)
I ｢教育委員会制度と分権改革に関する調査研究｣ 『東

京大学大学院教育学研究科教育行政学研究室紀要』

第18号. 3月.

く雑誌論文･その他)
･ ｢日本型『学校評議員制度』の役割と課題｣ 『週刊教

育資料』607号. 1月.

･｢地方教育行政の改革と学校づくり　学校,家庭,也

域の連携･協力にむけて｣ 『かんぼ資金』 250号. 3

月.財団法人･簡保資金振興センター.
･ ｢有馬朗人文部大臣に聞く　21世紀の教育社会をどう

つくる｣ 『教育ジャーナル』 38(1), 4月.学習研究社.

･ ｢地方教育行政改革と教育委員会の新しい役割　地域

社会の教育課題と地方教育行政のあり方｣ 『都市問

題』90巻　5号. 5月.東京市政調査会.

･ ｢地域の教育計画と学校づくりの手がかりとして一地

方教育行政改革の問題点と可能性｣ 『子どものしあ

わせ』575号. 6月.

･ ｢地方分権改革と教育委員会制度｣ 『都市問題研究』 51

巻10号. 10月.都市問題研究会.

･ ｢分権改革と教育委員会(分権時代の教育委員会1)｣

『悠』4月号.ぎょうせい.

･ ｢転換点に立つ教育委員会と教育長に問われること

(分権時代の教育委員会2)｣ 『悠』 5月号.ぎょうせ

い.

･ ｢教育委員の選任方法と教育委員会の機能(分権時代

の教育委員会3)｣ 『悠』6月号.ぎょうせい.

･ ｢学級編制と教職員定数･配置の弾力化をめぐって

(分権時代の教育委員会4)｣ 『悠』7月号.ぎょうせ

い.
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･ ｢『学校評議員』制度の創設と意義(分権時代の教育

委員会5)｣ 『悠』8月号.ぎょうせい.

I ｢教育委員会事務局行政職員の学校現場研修(分権時

代の教育委員会6)｣ 『悠』9月号.ぎょうせい.
･ ｢学校の予算編成･執行権限の拡大をめぐって一東京

都中野区における学校予算の現状から考える(分権

時代の教育委員会7)｣ 『悠』 10月号.ぎょうせい.

･ ｢『分権一括法』成立と地数行法の改正(分権時代の

教育委員会8)｣ 『悠』11月号.ぎょうせい.

･ ｢教員の自主的･主体的研修活動の奨励･支援の試み

(分権時代の教育委員会9)｣ 『悠』 12月号.ぎょうせ

い.

2000

く分埋執筆)
･ ｢教育行政改革の経線と課題｣ 『分権改革と教育行政』

･ ｢中野区における教育予算改革の試みと課題｣ 『分権

改革と教育行政』
･ ｢地方分権と教育行政改革｣ 『新･学校運営と教育行

政ハンドブック』
･ ｢教育関係法令改正の動向と内容｣ 『新･学校運営と

教育行政-ンドブック』
･ ｢『標準法』と教職員定数配置の見直し｣ 『薪･学校運

営と教育行政-ンドブック』
･ ｢教育関係法令の改正と学校の自主性･自律性の確

立｣ 『学校の自主･自律実践マニュアル』

･ ｢学校管理規則の見直しと学校の自主･自律｣ 『学校

の自主･自律実践マニュアル』

･ ｢教職員配置の弾力化と学校経営の課題｣ 『学校の自

主･自律実践マニュアル』

･ ｢教育行政における地方分権の推進と教育委員会制

度｣日本教育逢営学会編『公教育の変容と教育経営

システムの再構築』 (シリーズ　教育の経営1巻)玉

川大学出版部.
･ ｢中央教育行政と地方教育行政｣, ｢教育財政｣の項の

分捜執峯.結城忠編著『教育法規　重要用語300の

基礎知識』明治図書.
i ｢学校の予算編成･執行における学校裁量権限の拡

大｣ 『学校裁量権限の拡大』教育開発研究所.
･ ｢動き出した地方教育行政改革｣ 『地域と学校と新し

くコミュニケーション』草土文化.

i ｢講演記藤『地方分権改革と学校･教育委員会』｣犬

山市教育委員会･犬山市小中学校pTA連合会･犬山

市小中学校校長会･犬山市教育研究会『教育のま

ち』.

く絶議論文.その他)
･ ｢座談会　地方分権と学校の自主性･自律性の確立に

ついて｣ 『教育委員会月報』 Goo号. 1月号. (安藤駿

英･石原多賀子･市川正･薄田泰元と)

･ ｢分権改革と地方教育行政｣ 『教育』 1月号,国土社.

･ ｢分権改革と教職員配置改善計画の学校事務職農制度

に及ぼす影響について　改革論議の枠組みが大きく変

わる｣ 『学校事務』51巻1号. 1月.学事出版.

･ ｢現場の主体性を尊重し期待される教育委員会の新し

い役割｣ 『教育委員会月報』 52巻3号. 6月.

∫ ｢文部省報告書の評価と自治体に課せられた課題

『今後の学級編制及び教職員配置について』をめ

ぐって｣ 『教育評論』641号. 9月.アドバンテージ

サーバー
･ ｢協力者会議.報告書の評価と学級編制･教職員配置

のあり方をめぐって　地方自治体における施策展開の

課題と可能性｣ 『学校事務』51巻10号. 10月.学事

出版.
I ｢教育振興基本計画は政府主導で｣ 『日本教育新聞』 10

月6日号.

･ ｢新しい政策課題としての学校評価(分権時代の教育

委員会10)｣ 『悠』 1月号.ぎょうせい.

･ ｢学校の自主性･自律性の確立と教育委員会の支援･

援助(分権時代の教育委員会11)｣ 『悠』2月号.ぎょ

うせい.

･ ｢教育委員会制度改革で残された幾つかの課題(分権

時代の教育委員会12)｣ 『悠』3月号,ぎょうせい.

･ ｢中央省庁再編と文部科学省の創設(分権時代の教育

委員会13)｣ 『悠』4月号.ぎょうせい,

･ ｢新地方自治法にもとづく教育行政のしくみ(分権時

代の教育委員会14)｣ 『悠』5月号.ぎょうせい.

･ ｢学校管理規則の見直し(その1) (分権時代の教育委

員会15)｣ 『悠』6月号.ぎょうせい,

･ ｢学校管理規則の見直し(その2) (分権時代の教育委

農会16)｣ 『悠』7月号.ぎょうせい.

1 ｢文部省『今後の学級編制及び教職員配置について』

をめぐって(その1) (分権時代の教育委員会17)｣

『悠』8月号.ぎょうせい.
･ ｢文部省『今後の学級編制及び教職員配置について』

をめぐって(その2) (分権時代の教育委員会18)｣

『悠』9月号.ぎょうせい.
･ ｢急浮上した教員評価(分権時代の教育委員会19)｣

『悠』 lo月舌.ぎょうせい.
i ｢動き出した自治体における教職員配置の新しい試み

一岐阜県『学校の夢実現加配』の取組みから(分権

時代の教育委員会20)｣ 『悠』 11月号.ぎょうせい.

･ ｢『通学区域の弾力化』と学校経営戦略(り(分権時

代の教育委員会21)｣ 『悠』 12月号.ぎょうせい,

2001

く分担執筆)
･ ｢自治体の予算編成と教育財政｣日本教育法学会編

『自治･分権と教育法』 (講座現代教育法3)三省堂.
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･ ｢学校評議農制度と父母･住民の学校参加｣堀内孜編

著『開かれた教育委員会と学校の自律性』ぎょうせ

い.

･ ｢学校と教育委員会との関係｣児島邦宏･天笠茂編著

『2010年の学校を探る』ぎょうせい.
･ ｢教育改革と市川市の教育事業｣ 『子どもと歩む市川

市の教育一地方教育委員会からの挑戦』
･ ｢義務教育費｣, ｢教育委員会の意見聴取｣, ｢地方時自

治体の教育予算編成の過程｣日本教育行政学会編纂

『教育行政総合辞典』教育開発研究所発行.

く学会誌･紀要.報告薯等)
･ ｢序:問題の設定｣ 『東京大学大学院教育学研究科教

育行政学研究室紀要』 20号.
･ ｢県教育委員会における『義務教育標準法』の運用と

教職員配置の実際　ヒヤリング調査報告｣ 『東京大学

大学院教育学研究科教育行政学研究室紀要』 20号.
･｢シンポジウム　21世紀の学校　教育の在り方は｣関

東地区事務職員研究協議会『第33回関東地区学校事

務研究大会記録集』

く雑誌論文･その他)
･ ｢分権改革と地方教育行政の課題｣ 『地方自治職員研

修』34巻2号. 2月.公職研.

I ｢地方分権と学校教育｣ 『学校運営』 43巻1号. 4月.

学校運営研究会.
･ ｢地方分権の改革と教育　裁量拡大の一方で結果責任

も｣ 『教育評論』648号. 4月,アドバンテージサー

/ミ-

･ ｢教育助成と学校選択｣ 『現代のエスプリ』 406号. 5

月.至文堂.

･ ｢人事考課制度　第三者交え検証を｣ 『日本教育新聞』

8月24日号.

･ ｢『通学区域の弾力化』と学校潅営戦略(2) (分権時

代の教育委員会22)｣ 『悠』 1月号.ぎょうせい.

･ ｢規制改革委員会『見解』と学校改革の課題(1) (分

権時代の教育委員会23)｣ 『悠』2月号.ぎょうせい.

･ ｢規制改革委員会『見解』と学校改革の課題(2) (分

権時代の教育委員会24)｣ 『悠』 3月号,ぎょうせい.
･ ｢自治体首長のリーダーシップと教育委員会の『再

生』 -連載開･始にあたって(教育委員会レポート1)｣

『悠』4月号.ぎょう

｢市川市教育委員会

教委事務局改革(上)

5月号.ぎょうせい.

｢市川市教育委員会

教委事務局改革(下)

6月号.ぎょうせい.

｢習志野市まちづくり

せい.

地域を基盤にした学校づくりと

(教育委員会レポート2)｣ 『悠』

地域を基盤にした学校づくりと

(教育委員会レポート3)｣ 『悠』

課･教育委員会　まちづくり

(予算)会議と地域に育まれる学校づくり(上) (敬

育委員会レポート4)｣ 『悠』7月号.ぎょうせい.
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･｢習志野市まちづくり課･教育委員会　まちづくり

(予算)会議と地域に育まれる学校づくり(下) (敬

育委員会レポート5)｣ 『悠』8月号.'ぎょうせい.

･ ｢島根県出雲市　教委制度の見直しと新時代における

地方教育行政のあり方の模索(上) (教育委員会レ

ポート6)｣ 『悠』9月号.ぎょうせい.

･ ｢島根県出雲市　教委制度の見直しと新時代における

地方教育行政のあり方の模索(下) (教育委員会レ

ポート7)｣ 『悠』10月号.ぎょうせい.

･ ｢愛知県犬山市　教育委員会活性化で学校と授業の改

革を推進(上) (教育委員会レポート8)｣ 『悠』 11月

号.ぎょうせい.

･ ｢愛知県犬山市　教育委員会活性化で学校と授業の改

革を推進(下) (教育委員会レポート9)｣ 『悠』 12月

号.ぎょうせい.

2002

く分担執筆)
･ ｢教育委農会の課題と支援の在り方｣無藤隆編著『｢学

力低下論｣への挑戦』ぎょうせV,､.

･ ｢西尾市長の教育委員会制度改廃論によせて｣西尾理

弘『教育行政改革-の挑戦』山陰中央新報社.

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢教育行政における『地方自治』論の総括一国･自治

体関係と教育政策の研究方法をめぐって｣ 『日本教

育経営学会紀要』 44号.
･ ｢教育行政研究における教育政策過程研究レビューと

課題設定｣ 『東京大学大学院教育学研究科教育行政

学研究室紀要』 21号.
･ ｢教育委員会制度の機能と改革課題｣ 『東京大学大学

院教育学研究科紀要』 42号. (岡田佐織と共著)

く雑誌論文･その他)
･ ｢地方教育行政法　教育委員会の活性化に向けどう改

善を図るか｣ 『教職研修』355号. 3月.教育開発研

究所.
･ ｢教育の回廊　教育委員会制度の改革論議によせて｣

『初等教育資料』 755号. 5月.
･ ｢ナショナルミニマム確保と自治体の裁量拡大を図る

制度改革デザイン｣ 『教育評論』 663号, 7月.
･ ｢教員給与制度の改革論議と課題｣ 『悠』 8月号.

･ ｢改革の全体像と財源示せ｣ 『読売新聞』 9月17日付

朝刊.
i ｢神奈川県川崎市　地域教育会議と子ども権利条例を

両輪に教育改革(上) (教育委員会レポート10)｣ 『悠』

1月号.ぎょうせい.

･ ｢神奈川県川崎市　地域教育会議と子ども権利条例を

両輪に教育改革(中) (教育委員会レポート11)｣ 『悠』

2月号.ぎょうせい.

t ｢神奈川県川崎市　地域教育会議と子ども権利条例を
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両輪に教育改革(下) (教育委員会レポート12)｣ 『悠』　く粗誌論文.その他)

3月号.ぎょうせい.

･ ｢埼玉県鶴ヶ島市　教育委員会改革と市民参加による

教育行政･学校改革(上) (教育委員会レポート13)｣

『悠』4月号,ぎょうせい.

･ ｢埼玉県鶴ヶ島市　教育委員会改革と市民参加による

教育行政･学校改革(中) (教育委員会レポート14)｣

『悠』5月号.ぎょうせい.

･ ｢埼玉県鶴ヶ島市　教育委員会改革と市民参加による

教育行政.学校改革(下) (教育委員会レポート15)｣

『悠』6月号.ぎょうせい.

･｢石川県金沢市　子ども条例を軸に家庭･地域･学校

の連携協力による教育審美の創造(上) (教育委員会

レポート16)｣ 『悠』7月号.ぎょうせい.

∫ ｢石川県金沢市　子ども条例を軸に家庭･地域･学校

の連携協力による教育事業の創造(下) (教育委員会

レポート17)｣ 『悠』8月号.ぎょうせい.

･｢広島県熊野市　『教育の町』請う小さな町の大きな

教育改革(上) (教育委員会レポート18)｣ 『悠』9月

号.ぎょうせい.

I ｢広島県熊野市　『教育の町』請う小さな町の大きな

教育改革(下) (教育委員会レポート19)｣ 『悠』 10

月号.ぎょうせい.

･ ｢志木市教育委員会　市民主体の市政づく　りと子ども

の学習支援を軸にした教育改革(上) (教育委員会レ

ポート20)｣ 『悠』 11月号.ぎょうせい.

･ ｢志木市教育委員会　市民主体の市政づくりと子ども

の学習支援を軸にした教育改革(早) (教育委員会レ

ポート21)｣ 『悠』 12月号.ぎょうせい.

2003

く分担執筆)
I ｢教育委員会制度研究の総括と課題｣本多正人編著

『教育委員会制度再編の政治と行政』多賀出版.
･ ｢市町村合併と教育行政の課題｣ 『合併自治体の教育

デザイン』
･ ｢教育委員会事務局の体制整備｣ 『合併自治体の教育

デザイン』
･ ｢分権･税財政改革の動向と教育改革｣ 『最新教育改

革ポイント整理』
･ ｢市町村合併と教育行政改革｣ 『最新教育改革ポイン

ト整理』
･ ｢教育委員会制度の見直し論議と動向｣ 『最新教育改

各ポイント整理』
･ ｢国立学校法人化と公立学校教員給与制度の見直し｣

『最新教育改革ポイント整理』
･ ｢義務教育費国庫負担制度廃止問題｣ 『最新　教育

キーワード137』時事通信社.

｢講評　教育基本法改正･教育振興基本計画の教育長

アンケート調査｣ 『日本教育新聞』 1月10日号.

｢分権改革推進会議最終報告と義務教育費国庫負担金

制度　次回は大幅な制度改廃か｣ 『学校事務』 54巻1

号. 1月.学事出版,

｢座談会　『人間力戦略ビジョン』を実現する学校潅

営の条件｣菱村幸彦監修『教職研修`03情報版』教

育開発研究所. (菱村幸彦･加茂川幸夫と)

｢分権改革と新たな教育委員会の創造に向けて｣ 『教

育展望』 49巻2号.教育調査研究所.

｢鶴ヶ島市教育行政調査　市民参画･協働とボトム

アップ型の教育政策づくり｣ 『つるがしまの教育』

110号. Io月.鶴ヶ島市教育委員会.

｢志木市教育委員会　市民主体の市政づくりと子ども

の学習支援を軸にした教育改革(下) (教育委員会レ

ポート22)｣ 『悠』 1月号.ぎょうせい.

｢自治体教育行政改革と教育委員会の課題(上) (敬

育委員会レポート23)｣ 『悠』2月号.ぎょうせい.

｢自治体教育行政改革と教育委鼻会の課題(下) (敬

育委員会レポート24)｣ 『悠』3月号.ぎょうせい.

｢教育委員会と首長部局の再編一補助執行による教委

制度の賭小･再編｣ 『悠』4月号.

｢公立義務学校教員給与制度の見直

育行政(上)｣ 『悠』5月号.ぎょ

｢公立義務学校教員給与制度の見直

育行政(下)｣ 『悠』6月号,ぎょ

｢分権改革と教育自治立法の整備･

『悠』7月号.ぎょうせい.

｢分権改革と教育自治立法の整備･

ぎょうせい.

し動向と自治体教

うせい.

し動向と自治体敬

うせい.

活用の課題(上)｣

活用の課題(下)｣

『悠』8月号.ぎょうせい.

･ ｢地方制度改革下の教育委員会制度改革の行方(上)｣

『悠』9月号.ぎょうせい.

･ ｢地方制度改革下の教育委員会制度改革の行方(下)｣

『悠』 lo月舌.ぎょうせい.

･ ｢教育政策決定過程の変容と教育行財政改革(上)｣

『悠』11月号.ぎょうせい.

･ ｢教育政策決定過程の変容と教育行財政改革(下)｣

『悠』 12月号.ぎょうせい.

2004

く分担執筆)
･ ｢教育-の市民参加と自治体教育行政改革｣苅谷剛彦

編『創造的コミュニティのデザイン』 (新しい自治体

の設計5)有斐閣.

･ ｢地敏行法｣坂田仰･星野豊編著『学校教育の基本法

令』学事出版.

く学会誌･紀要.報告薯等)
･ ｢はじめに｣ 『分権改革下の自治体教育政策-市町村



小川正人教授者作目録

教育行政の可能性と改革課題-』 (志木市教育行政

調査報告書)
I F教育行政における分権改革の現段階と課題一市町村

教育委員会の可能性と教育政策過程研究の課題｣

『分権改革下の自治体教育政策一市町村教育行政の

可能性と改革課題-』 (志木市教育行政調査報告書)

く雑誌論文･その他)
･｢座歌会　『教育新時代』の学校･教師･管理職｣菱

村幸彦監修『教職研修`04情報版』教育開発研究所.

(菱村幸彦･樋口修資と)
･ ｢自治体の学校改革戦略と保護者･地域の関係を点検

し直す契機に｣ 『文部科学時報』 1538号. 5月.

･ ｢解説　全国知事会･国庫負港金の改革案決定- 『数

字合わせ』と多数決に疑問｣ 『日本教育新聞』 8月27

EI%.
∫ ｢教育行財政制度のあり方をめぐる論議と実証的検証

の必要｣ 『教職研修』33巻1号. 9月.

I ｢『素人』教育委員会と教育長の役割分担の明確化を

『素人』教育委員会再考とそれに伴う制度改正の必

要性｣ 『教育展望』 50巻8号. 9月,教育調査研究所.
･｢インタビュー　義務教育費の国庫負担一削減によ

り,地域格差が生じ10年, 20年先の影響を懸念｣

『Guideline』河合塾･全国進学情報センター. lュ月.

･ ｢教育改革の動向と鶴ヶ島市における学校づくり｣

鶴ヶ島市教育委員会『つるがしまの教育』 114号

11月15日.

･ ｢少人数学級の動向と義務標準法改正の課題(上)｣

『悠』 1月号.ぎょうせい.
･ ｢少人数学級の動向と義務標準法改正の課題(中)｣

『悠』2月号.ぎょうせい.

I ｢少人数学級の動向と義務標準法改正の課題(下)｣

『悠』3月号.ぎょうせい.

･｢教員評価を考える(上)｣ 『悠』4月号.ぎょうせい.

･｢教員評価を考える(早)｣ 『悠』5月号.ぎょうせい,

･｢教員評価を考える(下)｣ 『悠』6月号.ぎょうせい.

･ ｢教育委員会制度の改廃論議と改革課題(上)｣ 『悠』

7月号.ぎょうせい.

i ｢教育委員会制度の改廃論議と改革課題(中)｣ 『悠』

8月号.ぎょうせい.

･ ｢教育委員会制度の改廃論議と改革課題(下)｣ 『悠』

9月号.ぎょうせい.

i ｢アメリカ教育委員会制度の実情と改革動向(上)｣

『悠』 10月号.ぎょうせい.

･ ｢アメリカ教育委員会制度の実情と改革動向(辛)｣

『悠』 11月号.ぎょうせい.

･ ｢アメリカ教育委員会制度の実情と改革動向(下)｣

『悠』 12月号.ぎょうせい.
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2005

く分担執筆)
･ ｢国の教育攻策の変容と義務教育行財政システムの改

革｣ 『義務教育改革』
･ ｢監訳者あとがき｣小川監訳『日本の教育政策過程』

三省堂.

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢三位一体改革と義務教育財政制度の改革構想｣ 『日

本教育行政学会年報』 31号.　教育開発研究所.
･ ｢国の財政政策と少人数学級政策の行方｣ 『分権改革

と自治体教育行政一教育政策革新の試みと課題-』

(志木市教育行政調査報告書2)
･ ｢義務教育学校改革における国と自治体:主に国の教

育政策決定過程を巡る問題と教育行政の分権改革の

評価,課題に関わって｣ 『日本の基礎学力:現状と展

望』 (第3回基礎学力シンポジウム報告書) 21世紀

coE基礎学力プロジェクト･東京大学大学院教育学

研究科基礎学力研究開発センター.
'"Local Allth0rities'Engagements and Chal)enges of

Policies for Improving Academic Co,mpetence"-Focuslng

on Evaluation and the Policy lnitiatives to Reduce Class-

size 『core Academic ColnpetenCeS : Policy Issues and

Educational Reform-一第4回　国際シンポジウム報告

書』 21世紀coEプログラム･東京大学大学院教育学

研究科･基礎学力研究開発センター.
･ ｢分権改革下における教育委員会制度の改革課題｣日

本自治学会編『2004年度活動報告集-シンポジウ

ム･研究会-』5月.

･ ｢教育委員会制度廃止論-の疑問と改革課題一分権化

を見据えた権限移譲と制度の大胆な弾力化を-｣

『自治体学会会報誌』 116号. 11月,

く雑誌論文.その他)
I ｢国による義務教育保障機能の明確化　地方の自由度

を高める観点から｣ 『教職研修』33巻5号. 1月.戟

育開発研究所,
･ ｢問われる地方教育行政と学校現場の在り方｣ 『悠』 22

巻2号. 2月.ぎょうせい.

･｢インタビュー　教育における『地方分権』の課題｣

『教員養成セミナー』27巻8号, 3月.時事通信社.
･ ｢座談会　義務教育費国庫負担制度のゆくえと義務教

育改革｣菱村幸彦監修『教職研修`05情報版』教育

開発研究所. (菱村幸彦･樋口修資と)
I ｢学校評議員制度と学校運営協議会　評価と対応をめ

ぐって｣ 『教育展望』51巻5号. 6月.教育調査研究

所.

･ ｢少人数学級編制の現状と課題　第八次改善計画のゆ

くえ｣ 『教職研修』33巻12号. 8月.教育開発研究所.

･ ｢義務教育改革の基本課題　義務教育費国庫負麹金の

存廃論議を考える｣ 『教育と医学』53巻9号, 9月.
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慶鷹義塾大学出版会.
｢地方交付税制度温存の三位一体改革論議は疑問｣

『地域政策』第16号. 7月.政策開発研究センター.

｢解説　中教審義務教育特別部会の『審議経過報告』

(その2)一地方側は具体的ビジョン提案と｣ 『日本

教育新聞』8月1日号.

｢解説　文科省『教職員配置協力者会議』中間報告一

少人数教育追跡調査の体制整備を｣ 『日本教育新聞』

9月12日号.

｢中教審･地方教育行政部会『中間報告』を読む(上)｣

『悠』1月号.ぎょうせい.

｢中教審･地方教育行政部会『中間報告』を読む(早)｣

『悠』2月号.ぎょうせい.

｢中教審･地方教育行政部会『中間報告』を読む(下)｣

『悠』3月号.ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(1)｣

ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(2)｣

ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(3)｣

ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(4)｣

ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(5)｣

ぎょうせい.

｢中教審･義務教育特別部会審議(6)｣

『悠』 4月号.

『悠』5月号.

『悠』 6月号.

『悠』7月号.

『悠』8月号.

『悠』9月号,

ぎょうせい.

･ ｢中教審･義務教育特別部会審議(7)｣ 『悠』 10月号.

ぎょうせい.

･ ｢中教審･義務教育特別部会審議(8)｣ 『悠』 11月号.

ぎょうせい.

i ｢中教審･義務教育特別部会審議(9)｣ 『悠』 12月号.

ぎょうせい.

2006

く分担執筆)
i ｢義務標準法改革と少人数学級政策｣ 21世紀coEプ

ログラム･東京大学大学院教育学研究科･基礎学力

研究開発センタ一編『日本の教育と基礎学力』明石

書店.
1 ｢志木市の教育改革が投げかけていること｣ 『市民と

創る教育改革:検証　志木市の教育改革』
･ ｢市町村教育行政の可能性と課題｣ 『市民と創る教育

改革:検証　志木市の教育改革』
･ ｢教員評価と給与上の処遇｣八尾坂修編著『新たな教

員評価の導入と展開』教育開発研究所.

く学会誌･紀要.報告薯等)
･ ｢地方分権と自治体教育行政改革の課題　教育委員会

制度改廃論議から考える｣ 『日本教育法学会年報』 35

号.有斐閣,
･ ｢義務教育費国庫負担金改革の争点と分権型教育行財

政システムの構想｣ 『教育改革と地方自治』 (日本教

育政策学会年報　第13号)八月書館.
･ ｢三位一体改革と義務教育財政システムの構想一中教

審,義務教育特別部会審議を踏まえながら｣ 『自治体

教育改革と義務教育費国庫負遭金問題』 (志木市教

育行政調査報告書3 ･義務教育財政システム再構築

研究会報告書)

く雑誌論文.その他)
･ ｢義務教育行財政システムの改革l/3負担金制度化の

影響と課題｣ 『教育時評』8号. 3月.

I ｢教育バウチャー論議と新たな公的教育助成の検討課

題｣全国市町村国際文化研修所『国際文化研修』 52

号. 7月.

I ｢中教審による教員給与の検討一優秀な人材が教職志

す水準と体系に｣ 『日本教育新聞』9月11日号.
･ ｢国と地方の役割　財源保障制度の構築が鍵-数育基

本法改正案国会審議の論点･期待｣

『日本教育新聞』 10月23日号
･｢首長と教委　連携し責任持て｣ 『朝日新聞』 11月9

日付朝刊.
･｢論説　教育委員会｣共同通信配信記事. ll-lュ月.

I ｢中教審･義務教育特別部会審議(10)｣ 『悠』 1月号.

ぎょうせい.

･ ｢中教審･義務教育特別部会審議(ll)｣ 『悠』2月号.

ぎょうせい.

･ ｢中教審･義務教育特別部会審議(最終回)｣ 『悠』 3

月号.ぎょうせい.

･ ｢就学奨励補助金の見直しと新たな課題｣ 『悠』 4月

号.ぎょうせい.

･ ｢規制改革会議の義務教育改革方針と教育バウチャー

論議(上)｣ 『悠』5月号.ぎょうせい.

･ ｢規制改革会議の義務教育改革方針と教育バウチャー

論議(中)｣ 『悠』6月号.ぎょうせい.

･ ｢規制改革会議の義務教育改革方針と教育バウチャー

論議(下)｣ 『悠』7月号.ぎょうせい,

･ ｢文科省『義務教育の構造改革』と新教育システム開

発プログラム(上)｣ 『悠』8月号.ぎょうせい.

I ｢文科省『義務教育の構造改革』と新教育システム開

発プログラム(下)｣ 『悠』9月号.ぎょうせい.

･ ｢自民党文部科学部会の学校教育特別委員会報告｣

『悠』10月号.ぎょうせい.

･｢教員給与改革(1)｣ 『悠』 11月号.ぎょうせい.

･｢教員給与改革(2)｣ 『悠』12月号.ぎょうせい.

2007

く分担執筆)
･ ｢国と地方の役割はどう変わるか｣高階玲治『教育基
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本法の改正で教育はどう変わるか』ぎょうせい.

く学会誌.紀要,報告薯等)
∫ ｢教員給与改革の課題と教員勤務実態調査の意義｣

『教員勤務実態調査(小･中章校)』 (平成18年度文

部科学省委託調査研究).国立大学法人東京大学.
･ ｢教員給与改革の動向と検討課題｣ 『教育行政学論叢』

第26号.

･ ｢はじめに｣ 『分権改革下の自治体教育政策と教育行

政の課題』東京大学大学院教育学研究科基礎学力研

究開発センター.
I ｢義務標準法制改革と少人数学級政策一国の学級編制

基準40人の改革は実現できるか｣ 『分権改革下の自

治体教育政策と教育行政の課題』東京大学大学院教

育学研究科基確学力研究開発センター.
I ｢三位一体改革と義務教育財政システムの構想｣ 『分

権改革下の自治体教育政策と教育行政の課題』東京

大学大学院教育学研究科基礎学力研究開発セン

ター.

I ｢地方分権時代における教育委員会制度の在り方と課

題｣ 『平成18年度　教委連研究集録』石川県市町教

育委員会連合会.

く雑誌論文･その他)
I ｢教育政策決定の過程=構造の変化と教育改革｣ 『季

刊　家計経済研究』No.73, 1月.

･｢これからの教育委員会の役割と在り方　中教審.也

数行法改正に関連して｣ 『教育展望』 53巻3号. 4月.

教育調査研究所.
I ｢教員給与見直し論議を教員勤務環境の改善方策に｣

『教職研修』35巻11号, 7月号.教育開発研究所.
･｢教員給与改革(3)｣ 『悠』 l月号.ぎょうせい.

･｢教員給与改革(4)｣ 『悠』2月号.ぎょうせい.

･｢教員給与改革(5)｣ 『悠』3月号.ぎょうせい.

2008

く分麹執筆)
･｢第-章　転換期の教育経営｣

･ ｢第二章　国の教育行政機関と教育政策過程｣

I ｢第三章　地方分権改革による国と地方自治体関係の

変化｣
･ ｢第四章　国の教育経営手法の変化と自治体教育経営

の課題｣

･ ｢第五章　自治体教育纏菅と教育委員会改革｣

･ ｢第六章　公立学校改革の動向と課題｣

･｢第七章　教員給与改革の動向と課題｣　以上､共著

『教育経営論』放送大学教育振興会
･｢学費｣ ｢学校予算｣ ｢家庭､地域との連携｣ ｢教育改

革国民会議｣ [教育審議会] ｢教育税｣ ｢教育特区｣ ｢教

育費｣ ｢教育扶助｣ ｢県費負担教職員制度｣ [国庫負担

金･補助金] ｢私学助成｣ ｢受益者負担｣ ｢授業料｣ ｢審

23

議会｣ ｢地方教育費｣ ｢地方交付税｣ ｢地方分権改革｣

｢中央教育審議会｣ ｢平衡交付金｣ ｢四六答申｣ ｢臨時

教育審議会｣ 『現代教育事典』東京書籍.

く学会誌･紀要･報告書等)
･ ｢教員勤務実態調査と教具の給与･勤務条件改善政

策一政府の動向と論点-｣ (文部科学省委託研究
｢教員の業務の多様化･複雑化に対応した業務量計

測手法の開発と教職員配置制度の設計一教員と教

員サポート職員による兼務の適切な分抱とアウト

ソーシングの可能性-｣調査研究報告書)
I ｢義務教育費国庫負担金総額裁量制の運用実態｣ 『東

京大学大学院教育学研究科紀要』 47巻(山下絢との

共著).

･ ｢教員給与改革に関する校長意識調査｣ 『教育行政学

論叢』第27号.

【研究報告(学会等)】
･ ｢アメリカ教育委員会制度と教員の団体交渉権｣日本

教育学会第36回大会報告(於日本福祉大学). 1977

年9月2日.

･ ｢アメリカ教育財政制度改革の展開と問題｣日本教育

学会第40回大会報告(於東京都立大学). 1981年8

月28日. (伊ヶ崎暁生･神山正弘と共同報告)

･ ｢学校規模の教育活動に及ぼす影響と過大学校規模の

縮小･適正化の課題についての調査研究｣日本教育

学会第43回大会報告(於甲南女子大学). 1984年8

月30日. (伊ヶ崎暁生らと共同報告)

･ ｢市川昭午論-教育行政学の視点から｣ Economics and

policy Studies in Education (EPSE)第5回研究会報告(於

国立教育研究所). 1994年6月18日.

･ ｢教育行財政『改革』と学校事務の課題｣全国小中学

校事務職員研究会セミナー報告. 1996年2月23日.
･ ｢『教育行政における地方自治論』の総括｣日本教育

経営学会第41回大会報告(於奈良教育大学). 2001

年6月10日.

･ ｢地方分権と自治体教育改革一埼玉県志木市と愛知県

犬山市を事例に｣日本教育学会第62回大会報告(於

早稲田大学). 2003年8月20日(田子健らと共同報

告)

I"Local Authorities'Engagements and Challenges of Policies

for Improving Academic competence-Focuslng On Evaluation

and the Policy lnitiatives to Reduce Class-Size" 4th

International Symposium : "Basic Academic Competence -

Policy Challenges and EdllCation Reform" 23 July 2004(the

first day)

･ ｢分権改革下における教育委員会制度の改革課題｣

日本自治学会第4回研究大会報告(於:沖縄国際大

学) 2004年11月20日

･ ｢地方分権改革と自治体教育行政改革の課題｣日本教
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育法学会第35回定期総会報告(於中央大学). 2005

年5月29日.

･ ｢日本における教員給与改革の動向と課題｣日韓合同

教育シンポジウム(COE研究プロジェクト　於ソウ

ル大学)　2007年3月21日

･ ｢義務教育国庫負担金総額裁量制の運用実態:都道

府県財政状況と総額裁量制の運用実態の関係｣

日本教育学会第66回大会報告(於慶鷹義塾大学)

2007年8月29日. (山下絢と共同報告)

【報告書等】
･ ｢国立大学の教育研究施設整備･設備費の推移｣ 『大

学の財政運営に関する基礎的研究』 (平成2 ･3年度

科学研究費補助金(総合研究A)研究成果報告蕃)

1992.

･ 『地方自治体の効率的な教育予算編成と教育財政管理

に関する比較研究一日本,アメリカ,イギリスを中心

に』 (平成3 ･4年度　文部省科学研究費補助金(一般

研究C)研究成果報告書) (研究代表者) 1993.
･『教員給与の政策と制度改革に関する比較研究:日本

アメリカ,イギリス』 (平成8･9年度　文部省科学研

究費補助金(基盤研究C2)研究成果報告書) (研究代

表者) 1998.

･ ｢co-Teaching Stafr推進の留意点｣ 『co-Teaching Stafrに

関する研究』 (平成9 ･ 10年度文部省大学改革推進等

経費報告書) 1999年7月.

･ ｢分権改革と教育行政制度改革｣貝塚茂樹研究代表

『地方教育行政の在り方に関する組合的調査研究』

(平成9年度～平成11年度科学研究費補助金(基盤

研究(Bl))研究成果報告書) 2000.

･『すべての人々のための学び社会の創造-』 (教育行

財政研究会報告:神野直彦･池上岳彦･大沢真理･

木村涼子･市川昭午･吉本圭一と共著) 2002.

･『川崎市子どもの権利に関する実態･意識調査報告

書』 (川崎市子どもの権利委員会共同調査研究報告

書) 2003年7月.

･ 『戦後日本教育行財政制度の構造･特質と教育政策過

程に関する実証的研究』 (平成14年度～平成16年度

科学研究費補助金(基盤研究C2)研究成果報告書) (研

究代表者) 2005.

･『教員勤務実態調査(小･中学校)』 (平成18年度文

部科学省委託調査研究)国立大学法人東京大学. (研

究代表者) 2007.

･ 『分権改革下の自治体教育政策と教育行政の課題』

(21世紀coE基礎学力プロジェクト｢代替システム

評価｣ユニット｢自治体教育教育政策分析｣ ･｢義務

教育財政システム再構築｣調査研究グループ報告

書)東京大学大学院教育学研究科基礎学力研究開発

センター. (研究プロジェクト責任者) 2007.

･ 『教員の業務の多様化･複雑化に対応した業務量計測

手法の開発と教職員配置制度の設計一教員と教員サ

ポート職員による業務の適切な分担とアウトソーシ

ングの可能性-』 (平成19年度文部科学省委託調査

研究) 2008.

【記事等】
･ ｢討論　教師の教育権の今日的検討｣ 『日本教育法学

会年報』 Il阜,有斐閣. 1982.

･｢教育法令(昭和56年1月～昭和57年4月)｣ (資料-

教育法この一年) 『日本教育法学会年報』 12号.有

斐閣. 1983.

･ ｢討論　教育条件の基準法制論の検討｣ 『日本教育法

学会年報』 13号.有斐閣. 1984.

･｢教育法令(昭和57年5月～昭和58年6月)) (資料-

教育法この一年(その1) ) 『日本教育法学会年報』 13

号.有斐閣. 1984.

∫ ｢討論　教育条件基準法秦をめぐって｣ 『日本教育法

学会年報』 14号. 1985.

･｢教育綾令(昭和58年7月～昭和59年6月)) (資料-

教育法この一年(その1) ) 『日本教育法学会年報』 14

号.有斐閣. 1985.

･｢教育法令(昭和59年7月～昭和60年6月)) (資料-

教育法この一年(その1) ) 『日本教育法学会年報』 15

号.有斐閣. 1986.

･ ｢教育法令(昭和60年7月～昭和61年6月)) (資料-

教育法この一年(その1) ) 『日本教育法学会年報』 16

号.有斐閣. 1987.

･ ｢教育法令(昭和61年7月～昭和62年7月)) (資料-

教育法この一年(そのl) ) 『日本教育法学会年報』 17

号.有斐閣, 1988.

･｢教育法令(昭和62年8月～昭和63年7月)) (資料-

教育法この一年(その1) ) 『日本教育法学会年報』 18

号.有斐閣. 1989.

･ ｢書評に応えて｣日本教育史研究会編『日本教育史研

究』 12号. 1993.

･｢教育法日詰｣ 『季刊　教育法』94-95号.エイデル

研究所. 1993.

･｢教育法日詰｣ 『季刊　教育法』96, 98, 99号.エイデ

ル研究所. 1994.

･｢教育法日誌｣ 『季刊　教育法』 loo-103号.エイデル

研究所. 1995.

･ ｢図書紹介　足立幸男『政策と価値一現代の政治哲学

-』｣ 『日本教育政策学会年報』第1号.八千代出版.

1994.

･ ｢研究動向レビュー｣ 『日本教育行政学会年報』第20

号.教育開発研究所. 1994.

･ ｢東京大学附属学校｣ 『東京大学学内広報』 No.1014.

1995年2月27日.
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｢討論の概要とまとめ(日本教育政策学会第2回大会

公開シンポジウム｢人口問題と教育政策｣)｣ 『日本教

育政策学会年報』 3号,八千代出版.■1996.

｢国内における教育政策研究動向レビュー: 1995年1

月～12月｣ 『日本教育政策学会年報』 3号.八千代出

版. 1996.

｢書評　白石裕『教育機会の平等と財政保障的アメリ

カ学校財政制度訴訟の動向と法理』｣ 『日本教育行政

学会年報』 23号.教育開発研究所. 1997.

｢日本教育経営学会37回大会｣ 『日本教育逢営学会紀

要』40巻.第一法規, 1998,

｢『分数ができない大学生』 (図書紹介　私の選んだ一

防)｣ 『文部時報』 1999年9月号.

｢総括(シンポジウム:中教審答申と学校経営改革)｣

『日本教育経営学会』 42号.第一法規. 2000.
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